
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 岐阜県多治見市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに

チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政

構造に弾力性があることを示している。
３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類

した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

人件費：職員１人当たりの決算額では基本給や時間外手当など類似団体平均値に対して抑制されている。人件費の経常

収支比率についても、平成１７年度までは、類似団体内平均を下回っていたが、平成１８年度では平均を上回った。今後も、

集中改革プランに掲げた定員の適正化計画に基づく職員数の減など行財政改革への取組を通じて人件費の削減に努める。

物件費：物件費に係る経常収支比率は類似団体内平均より下回るが、ここ数年において、数値が上昇しているのは、業務

の民間委託化や職員の退職不補充に対応するための、嘱託化、日々雇用化等、職員人件費から委託料へのシフトによる

ものである。このことは、物件費が上昇しているのに対し、人件費が下降傾向にあるという比率の推移にも現れている。具

体的には、地区事務所を含めた窓口業務の嘱託職員化やスポーツ、文化施設などの管理であり、今後も民間委託化を検

討していく。

扶助費：扶助費に係る経常収支比率は類似団体内平均を下回るが、扶助費の決算額は経常収支比率とともに、年々上昇

している。今後も福祉関係経費の上昇は継続する見込みであるが、市単独のサービスの見直しなど、「健全な財政に関す

る条例」で規定する経費の硬直化の指数にも考慮しながら、財政を圧迫する上昇傾向に歯止めをかけるよう努める。

公債費：起債については、有利な財源措置が有るものに限り発行すること、臨時財政対策債についても可能額満額ではな

く、極力発行を抑えることで、公債費の上昇抑制に努めてきた。今後は、合併による新市建設計画事業の本格実施に伴う

合併特例債の発行など、起債残高の上昇が予想されるが、その発行についても有利な財源措置の確保とともに、償還財源

となる基金の積立に努め、将来世代への負担軽減を図る。「健全な財政に関する条例」で規定する償還可能年数の指数に

より、起債額の上限を規制し、財政の健全運営を図る。
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普通建設事業費：人口１人当たりの決算額が大きく減少しているのは、平成１７年度の合併直後で、新市建設計画事業の

本格実施を控え、調査、設計業務が中止であったことによるものである。今後は、新市建設計画に基づく大規模事業が本

格化するため、事業の選択や実施方法については、事業の必要性、有効性を充分検討し、経費削減に努める。また、従来

施設の維持管理については、計画修繕の考えを基本に修繕経費の予算枠配分を実施するとともに、将来の大規模修繕に

備えた、基金の積み立てに努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,257,715 62,465 67,589 ▲ 7.6
賃金（物件費） 410,904 3,537 3,361 5.2
一部事務組合負担金（補助費等） 32,083 276 2,548 ▲ 89.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 141,133 1,215 368 230.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 229,151 1,972 2,573 ▲ 23.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 27 755 239 982 ▲ 75 7

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 岐阜県 多治見市

人口1人当たり決算額
(円)
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事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 27,755 239 982 ▲ 75.7
▲退職金 ▲ 1,215,872 ▲ 10,465 ▲ 7,401 41.4
合計 6,882,869 59,239 70,020 ▲ 15.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.65 6.69 ▲ 0.04
ラスパイレス指数 95.7 99.8 ▲ 4.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

3,156,186 27,164 29,948 ▲ 9.3

満期 括償還地方債の 年当たりの元金償還金に相当するもの

当該団体決算額
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- - 6 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,020,220 8,781 7,443 18.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

8,072 69 2,143 ▲ 96.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

143,428 1,234 1,303 ▲ 5.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 6 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,579,167 ▲ 22,198 ▲ 20,255 9.6

合計 1,748,739 15,051 20,593 ▲ 26.9

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)
15.0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

11,456

30,860

20,593

15,051

実質公債費比率
起債制限比率

5.0

10.0

7.6

H18

8.2

H17

8.9

H16

10.1

H15

10.8

H14

8.9

9.8



普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

7,713,137 73,635 ▲ 11.2 55,752 ▲ 12.7 1.5

うち単独分 3,400,865 32,467 0.5 36,374 ▲ 9.2 9.7
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（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 岐阜県多治見市

4,044,875 38,570 ▲ 47.6 45,284 ▲ 18.8 ▲ 28.8

うち単独分 2,622,934 25,011 ▲ 23.0 30,802 ▲ 15.3 ▲ 7.7

4,766,292 45,418 17.8 41,603 ▲ 8.1 25.9

うち単独分 3,560,585 33,929 35.7 28,359 ▲ 7.9 43.6

5,498,749 47,334 4.2 49,949 20.1 ▲ 15.9

うち単独分 3,172,782 27,312 ▲ 19.5 32,471 14.5 ▲ 34.0

2,860,308 24,618 ▲ 48.0 34,575 ▲ 30.8 ▲ 17.2

うち単独分 2,473,698 21,290 ▲ 22.0 20,711 ▲ 36.2 14.2

過去５年間平均 4,976,672 45,915 ▲ 17.0 45,433 ▲ 10.1 ▲ 6.9

うち単独分 3,046,173 28,002 ▲ 5.7 29,743 ▲ 10.8 5.1
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